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株式会社日新製作所の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

当社は、平成 28年 10 月 12 日開催の取締役会において、下記のとおり、株式会社日新製作所（以

下「日新製作所」といいます。）の株式を取得（以下「本株式取得」といいます。）し、子会社化

することについて決議いたしましたので、お知らせいたします。また、日新製作所に対する不動産

賃貸事業のみを行っている株式会社 kis につきましても、この度子会社化を行いますが、当社に与

える影響は軽微であるため記載を省略させていただきます。 

記 

１．株式取得の理由 

当社グループは、工業用ベルト、研磨部材等の接着・樹脂加工品の製造・販売を行うメーカーで、

「私たちは、常に新しいサムシングを求め、現場視点でものづくりを発想し、チャレンジし続ける

ことで進化していきます」を経営理念に掲げ、コア技術である「素材選定技術」、「接着技術」、「樹

脂加工技術」を駆使して、顧客の様々な問題を解決するソリューションビジネスをグローバルに展

開しております。 

この度子会社化する日新製作所は、ポンプ・試験機、食品用機械、鍛造用機械等幅広い用途の産

業用機械の設計・製造からメンテナンスまでを行っており、取引先からも高い技術を認められてい

る企業です。 

従来当社グループでは、工業用ベルトだけでなく機械設備のニーズがありましたが、本株式取得

によって、当社と日新製作所双方が連携することで、機械設備も製造・販売することができるよう

になるため、こうした多様化するお客様のニーズにお応えすることが可能になると考えております。

また、当社にとりましては、新規取引先の獲得や既存取引先に対する製品提案力の強化に繋がり、

日新製作所にとりましても、当社における国内外の幅広い顧客基盤を活用した拡販に繋がり、さら

なる業績の発展が期待できます。そして中長期的には、ポバール興業グループとしての企業価値の

向上につながるものと判断し、本株式取得を行うことといたしました。 

２．異動する子会社（株式会社日新製作所）の概要 

（１）名称 株式会社日新製作所 

（２）所在地 大阪府大阪市港区波除二丁目 6番 12 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 岩本浩二 

（４）事業内容 
回転式熱交換器、連続式真空脱気装置、液原料投入設備及び

貯蔵タンク類、撹拌及び反応タンク類、その他食品用機械 

（５）資本金 10,000,000 円 

（６）設立年月日 1967 年 2 月 8日 

（７）大株主及び持株比率 
岩本浩二 71.00％ 

岩本 博 29.00％ 



 

（８）上場会社と当該会社との関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

（９）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 （単位：百万円） 

決算期 平成25年12月期 平成26年12月期 平成27年12月期 

純資産 102 121 130 

総資産 888 901 828 

１株当たり純資産（円） 5,135.95 6,069.16 6,534.24 

売上高 167 273 284 

営業利益 △47 1 1 

経常利益 △11 9 1 

当期純利益 0 18 9 

１株当たり当期純利益（円） 22.57 933.20 465.08 

１株当たり配当金（円） － － － 

 

３．株式取得の相手先の概要 

氏名 住所 上場会社と当該個人との関係 

岩本 浩二 大阪府大阪市 該当事項はありません 

岩本 博 京都府相楽郡 該当事項はありません 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）移動前の所有株式数 

0 株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合 0％） 

（２）取得株式数 
20,000 株 

（議決権の数：20,000 個） 

（３）取得価額 

日新製作所の普通株式      54 百万円 

アドバイザリー費用等（概算額） 53 百万円 

合計（概算額）         107 百万円 

（４）異動後の所有株式数 

20,000 株 

（議決権の数：20,000 個） 

（議決権所有割合：100％） 

 

５．日程 

（１）取締役会決議 平成 28 年 10 月 12 日 

（２）契約締結日 平成 28 年 10 月 12 日 

（３）株式譲渡実行日 平成 28 年 10 月 13 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件株式取得による平成 29 年３月期の当社連結業績に与える影響については、現在精査中であ

り、今後公表すべき事項が生じた場合には速やかにお知らせいたします。 

 

以上 


